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A. 研究目的 

近年、Ｂ型肝炎やＣ型慢性患者に対する

抗ウイルス療法が進歩し、ほとんどの患者

の肝炎鎮静化あるいはウイルス排除が可能

となった。一方、自身のウイルス感染につい

て知らない患者や、ウイルス検査が陽性で

あっても有効な治療が行えていない患者も

多い。本研究は肝炎ウイルス陽性者に対す

る受検・受診・受療を進めていくための有効

的なシステム構築を目的とする。 

 

B. 研究方法 

職域における検診の普及については、職

域領域で検診者の多い、協会けんぽ大分支

部に、福岡県で活用されている検査説明書

と説明書変更による検診者の増加および早

期治療介入によりウイルス肝炎患者の重症

化を予防できることが利点であることを説

明した。また、協会けんぽでのウイルス肝炎

検査者数の推移や陽性者数、その後の

follow up の結果などについても調査可能

か質問した。その後、協会けんぽの協力を得

て、大分県版のウイルス肝炎検査説明書を

作成し、大分市内の協会けんぽ関連の検診

施設に配布した。 

 

C. 研究結果 

 協会けんぽ大分支部を初めて訪問した時

に、新しい説明用紙への変更、全県の検診機

関での運用、検診者数の推移、follow up 率

などの調査が可能かどうかについて質問し

た。まず、新しい説明用紙への変更について

は、福岡県で使用しているものを大分県バ

ージョンに変更することで運用可能である

ことを確認した。検診者数の推移、follow up

率などの調査については、可能かどうかは

現時点では不明ということであった。また、

全県での調査には人手がかかるため困難と

いうことであった。また、新リーフレットに

変更するには印刷費用がかかるということ

も問題であった。以上のことより、印刷は研

究費を用いて行い、運用範囲は大分市内（人

口約 47 万人）に限るという条件で運用を始

めることとなった。その後、数回にわたり協

研究要旨：Ｂ型肝炎、C型肝炎ともほとんどの患者の肝炎鎮静化やウイルス排除が可能とな

ったが、自身の肝炎ウイルス感染について知らない人が多いことが問題となっている。本

研究では職域検診における受検率向上のため、協会けんぽ大分支部と連携し、新バージョ

ンの説明用紙を作成した。また、肝炎ウイルス検査を複数回施行する受検者も多いため、

重複検査防止対策が必要と考え、同時に肝炎シールを渡す方針とした。大分県全体での運

用およびアウトカムの確認は協会けんぽへの負担が大きく困難であるため、来年度からは

まず大分市（人口 47 万人）で運用を開始する予定である。 
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会けんぽにアプローチし、新しいバージョ

ンの説明用紙による運用を来年度より開始

する前準備ができた。 

 

 
 

職域検診での問題点は、以前の肝炎ウイ

ルス検査結果を受検者が忘れており、複数

回にわたり検診を受ける者が多いというこ

とである。新しいウイルス肝炎検査説明書

により検診受検者が増えた場合、協会けん

ぽの金額的な負担も増えると予想されるた

め、検査説明書を渡すときに肝炎シールも

同時に配布してもらうこととした。肝炎シ

ールは大分県独自の試みとして、これまで

に一部の病院や薬局での配布を行っていた

が、活動範囲が一部に限られ、あまり広まっ

ていないという問題点を有していた。検診

者に対する肝炎シールの配布は自身の肝炎

ウイルス検査の結果を長期的に保存できる

ため、重複検査の防止に有効ではないかと

考えている。 

 

D. 結論 

職域検診については協会けんぽと連携し、

新バージョンの説明用紙による運用と肝炎

シールを用いた重複検査防止対策を来年度

から開始する。 

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 


